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議案第 １ 号 

一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 

○一般職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第２１号） 新旧対照表 

（第１条関係） 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１３０を乗じて得た額

に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合には１００

分の１２２．５、１２月に支給する場合には１００分の１３７．５を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間

の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分

の１３０」とあるのは「１００分の７２．５」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分

の１２２．５」とあるのは「１００分の６５」と、「１００分の１３

７．５」とあるのは「１００分の８０」とする。 

４～６ （略） 

 

４～６ （略） 
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○一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２４年藤井寺市条例第１５号） 新旧対照表 

（第２条関係） 

改正後 改正前 

（特定任期付職員についての給与条例の適用除外等） （特定任期付職員についての給与条例の適用除外等） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第１５条の２、第２３条の

２、第２４条第２項及び第２６条の規定の適用については、給与条例第

２条中「勤勉手当」とあるのは「勤勉手当、特定任期付職員業績手当」

と、給与条例第１５条の２第１項中「この条例の適用を受ける職員（第

２８条に規定する職員を除く。）」とあるのは「一般職の任期付職員の

採用等に関する条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用された

職員」と、同条第２項中「給料、扶養手当及び管理職手当の月額の合計

額」とあるのは「給料月額」と、給与条例第２３条の２中「第１３条第

１項に規定する職にある職員（第２０条にあっては、規則で定める職員

を除く。）」とあるのは「一般職の任期付職員の採用等に関する条例第

２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」と、給与条例第

２４条第２項中「１００分の１３０」とあるのは「１００分の１６７．

５」と、給与条例第２６条中「及び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当

及び特定任期付職員業績手当」とする。 

 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第１５条の２、第２３条の

２、第２４条第２項及び第２６条の規定の適用については、給与条例第

２条中「勤勉手当」とあるのは「勤勉手当、特定任期付職員業績手当」

と、給与条例第１５条の２第１項中「この条例の適用を受ける職員（第

２８条に規定する職員を除く。）」とあるのは「一般職の任期付職員の

採用等に関する条例第２条第１項の規定により任期を定めて採用された

職員」と、同条第２項中「給料、扶養手当及び管理職手当の月額の合計

額」とあるのは「給料月額」と、給与条例第２３条の２中「第１３条第

１項に規定する職にある職員（第２０条にあっては、規則で定める職員

を除く。）」とあるのは「一般職の任期付職員の採用等に関する条例第

２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員」と、給与条例第

２４条第２項中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の１６

５」と、「１００分の１３７．５」とあるのは「１００分の１７０」

と、給与条例第２６条中「及び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当及び

特定任期付職員業績手当」とする。 
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○特別職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１８号） 新旧対照表 

（第３条関係） 

改正後 改正前 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 職員に支給する期末手当の額は、６月１日又は１２月１日（以下「基

準日」という。）現在（基準日前１箇月以内に退職又は死亡した場合に

おいては、退職又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の

月額及び地域手当の月額並びにこれらの合計額に１００分の２０を乗じ

て得た額の合計額は１００分の１９５を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて一般職の職員

の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第２１号）第２４条第２

項各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

４ 職員に支給する期末手当の額は、６月１日又は１２月１日（以下「基

準日」という。）現在（基準日前１箇月以内に退職又は死亡した場合に

おいては、退職又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料の

月額及び地域手当の月額並びにこれらの合計額に１００分の２０を乗じ

て得た額の合計額は、６月に支給する場合においては１００分の１８

７．５、１２月に支給する場合においては１００分の２０２．５を乗じ

て得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

区分に応じて一般職の職員の給与に関する条例（昭和３４年藤井寺市条

例第２１号）第２４条第２項各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

５ （略） 

 

５ （略） 

 



- 4 - 

○議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３４年藤井寺市条例第１６号） 新旧対照表 

（第４条関係） 

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現在（同項後段に規定する者

にあっては、任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解散により

その職を離れた日現在）において議員報酬の月額及びその議員報酬の月

額に１００分の２０を乗じて得た額の合計額に１００分の１９５を乗じ

て得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額と

する。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現在（同項後段に規定する者

にあっては、任期満了、辞職、失職、除名、死亡又は議会の解散により

その職を離れた日現在）において議員報酬の月額及びその議員報酬の月

額に１００分の２０を乗じて得た額の合計額に、６月に支給する場合に

おいては１００分の１８７．５、１２月に支給する場合においては１０

０分の２０２．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間にお

けるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） 

 

（１）～（４） （略） 
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議案第 ２ 号 

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

○職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和４１年藤井寺市条例第１９号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（時間外勤務） （時間外勤務） 

第７条 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要があると認めるとき

は、職員に対し、第２条から第４条までの規定による勤務時間（以下

「正規の勤務時間」という。）以外の時間に勤務することを命ずること

ができる。 

第７条 任命権者は、公務のため臨時の必要があると認めるときは、職員

に対し、第２条から第４条までの規定による勤務時間（以下「正規の勤

務時間」という。）以外の時間に勤務することを命ずることができる。 

２ 前項に規定するもののほか、同項に規定する正規の勤務時間以外の時

間における勤務に関し必要な事項は、規則で定める。 
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議案第 ３ 号 

藤井寺市国民健康保険条例の一部改正について 

 

○藤井寺市国民健康保険条例（昭和３６年藤井寺市条例第８号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（保険料の減額） （保険料の減額） 

第１９条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額

のうち基礎賦課額は、第１０条又は第１３条の２の基礎賦課額から、そ

れぞれ当該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が第

１３条の６の額を超える場合には、第１３条の６の額）とする。 

第１９条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額

のうち基礎賦課額は、第１０条又は第１３条の２の基礎賦課額から、そ

れぞれ当該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が第

１３条の６の額を超える場合には、第１３条の６の額）とする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２

第２項に掲げる金額に２８０，０００円に当該年度の保険料賦課期日

（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した

日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一

世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外の者 ア

に掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課

額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額

とイに掲げる額とを合算した額 

（２） 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２

第２項に掲げる金額に２７５，０００円に当該年度の保険料賦課期日

（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した

日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一

世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者であって前号に該当する者以外の者 ア

に掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課

額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額

とイに掲げる額とを合算した額 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

（３） 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の

２第２項に掲げる金額に５１０，０００円に当該年度の保険料賦課期

日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生し

た日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同

一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない

世帯に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以外の者 

（３） 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の

２第２項に掲げる金額に５００，０００円に当該年度の保険料賦課期

日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生し

た日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同

一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない

世帯に係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以外の者 
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改正後 改正前 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦

課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額とイに掲げる額とを合算した額 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦

課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額とイに掲げる額とを合算した額 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

２～４ （略） 

 

２～４ （略） 

 

（保険料の減免） （保険料の減免） 

第２４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要があると

認められるものに対し、保険料を減免する。 

第２４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要があると

認められるものに対し、保険料を減免する。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 次のいずれにも該当する者（資格取得日の属する月以後２年を

経過する月までの間に限る。）の属する世帯の納付義務者 

（２） 次のいずれにも該当する者（資格取得日の属する月以後２年を

経過する月の属する年度末までの間に限る。）の属する世帯の納付義

務者 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

（３） （略） （３） （略） 

２・３ （略） 

 

２・３ （略） 
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議案第 ４ 号 

藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例等の一部改正について 

 

○藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例（昭和５５年藤井寺市条例第２３号） 新旧対照表 

（第１条関係） 

改正後 改正前 

（所得制限） （所得制限） 

第３条の２ 前条の規定にかかわらず、次の各号に該当するときは、対象者とし

ない。 

第３条の２ 前条の規定にかかわらず、次の各号に該当するときは、対象者とし

ない。 

（１） ひとり親家庭の父若しくは母又は養育者（以下「ひとり親等」とい

う。）の前年の所得（各年の１月から９月までの間に新たに適用を受けよう

とする者にあっては、前々年の所得。以下同じ。）が、その者の所得税法

（昭和４０年法律第３３号）に規定する同一生計配偶者及び扶養親族（以下

「扶養親族等」という。）並びに当該ひとり親等の扶養親族等でない児童で

当該ひとり親等が前年の１２月３１日において生計を維持した者の有無及び

数に応じて、規則で定める額以上であるとき。 

（１） ひとり親家庭の父若しくは母又は養育者（以下「ひとり親等」とい

う。）の前年の所得（各年の１月から６月までの間に新たに適用を受けよう

とする者にあっては、前々年の所得。以下同じ。）が、その者の所得税法

（昭和４０年法律第３３号）に規定する同一生計配偶者及び扶養親族（以下

「扶養親族等」という。）並びに当該ひとり親等の扶養親族等でない児童で

当該ひとり親等が前年の１２月３１日において生計を維持した者の有無及び

数に応じて、規則で定める額以上であるとき。 

（２） （略） （２） （略） 

２～４ （略） 

 

２～４ （略） 
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○藤井寺市重度障害者の医療費の助成に関する条例及び藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成３０年藤井寺市条例第２０

号） 新旧対照表 

（第２条関係） 

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

１・２（略） １・２（略） 

（藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過

措置） 

（藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過

措置） 

３ 第２条の規定による改正後の藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関す

る条例第３条の２第１項第１号及び第２項の規定の適用については、平成３１

年９月３０日までの間、同条第１項第１号中「所得税法（昭和４０年法律第３

３号）に規定する同一生計配偶者」とあるのは、「所得税法等の一部を改正す

る等の法律（平成２９年法律第４号）第１条の規定による改正前の所得税法

（昭和４０年法律第３３号）に規定する控除対象配偶者」と、同条第２項中

「所得税法に規定する同一生計配偶者」とあるのは、「所得税法等の一部を改

正する等の法律（平成２９年法律第４号）第１条の規定による改正前の所得税

法に規定する控除対象配偶者」とする。 

３ 第２条の規定による改正後の藤井寺市ひとり親家庭等の医療費の助成に関す

る条例第３条の２第１項第１号及び第２項の規定の適用については、平成３１

年６月３０日までの間、同条第１項第１号中「所得税法（昭和４０年法律第３

３号）に規定する同一生計配偶者」とあるのは、「所得税法等の一部を改正す

る等の法律（平成２９年法律第４号）第１条の規定による改正前の所得税法

（昭和４０年法律第３３号）に規定する控除対象配偶者」と、同条第２項中

「所得税法に規定する同一生計配偶者」とあるのは、「所得税法等の一部を改

正する等の法律（平成２９年法律第４号）第１条の規定による改正前の所得税

法に規定する控除対象配偶者」とする。 
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議案第 ６ 号 

藤井寺市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部改正につ

いて 

 

○藤井寺市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例（平成２４年藤井寺市条例第２８号） 新旧対

照表 

改正後 改正前 

（布設工事監督者の資格） （布設工事監督者の資格） 

第３条 法第１２条第２項に規定する条例で定める布設工事監督者が有すべ

き資格は、次のとおりとする。 

第３条 法第１２条第２項に規定する条例で定める布設工事監督者が有すべ

き資格は、次のとおりとする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を

含む。）又は高等専門学校において土木科又はこれに相当する課程を修

めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了し

た後）、５年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（３） 学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校において土木科

又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、５年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者 

（４）～（７） （略） （４）～（７） （略） 

（８） 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１項の規定による

第２次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及

び工業用水道を選択したものに限る。）であって、１年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有するもの 

 

（８） 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１項の規定による

第２次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及

び工業用水道又は水道環境を選択したものに限る。）であって、１年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの 

 

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第４条 法第１９条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者が有すべ

き資格は、次のとおりとする。 

第４条 法第１９条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者が有すべ

き資格は、次のとおりとする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 前条第１項第１号、第３号及び第４号に規定する学校において土

木工学以外の工学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又は

これらに相当する学科目を修めて卒業した後（学校教育法による専門職

大学の前期課程にあっては、修了した後）、同項第１号に規定する学校

（２） 前条第１項第１号、第３号及び第４号に規定する学校において土

木工学以外の工学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又は

これらに相当する学科目を修めて卒業した後、同項第１号に規定する学

校を卒業した者については４年以上、同項第３号に規定する学校を卒業
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改正後 改正前 

を卒業した者については４年以上、同項第３号に規定する学校を卒業し

た者（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）につ

いては６年以上、同項第４号に規定する学校を卒業した者については８

年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

した者については６年以上、同項第４号に規定する学校を卒業した者に

ついては８年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（３） （略） （３） （略） 

（４） 前条第１項第１号、第３号及び第４号に規定する学校において工

学、理学、農学、医学及び薬学に関する学科目並びにこれらに相当する

学科目以外の学科目を修めて卒業した（当該学科目を修めて学校教育法

による専門職大学の前期課程（以下この号において「専門職大学前期課

程」という。）を修了した場合を含む。）後、同項第１号に規定する学

校の卒業者については５年以上、同項第３号に規定する学校の卒業者

（専門職大学前期課程の修了者を含む。次号において同じ。）について

は７年以上、同項第４号に規定する学校の卒業者については９年以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（４） 前条第１項第１号、第３号及び第４号に規定する学校において工

学、理学、農学、医学及び薬学に関する学科目並びにこれらに相当する

学科目以外の学科目を修めて卒業した後、同項第１号に規定する学校の

卒業者については５年以上、同項第３号に規定する学校の卒業者につい

ては７年以上、同項第４号に規定する学校の卒業者については９年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（５）・（６） （略） 

 

（５）・（６） （略） 
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議案第 ７ 号 

藤井寺市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

○藤井寺市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年藤井寺市条例第１９号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（職員） （職員） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、大阪

府知事又はその他都道府県知事が行う研修を修了した者でなければならな

い。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、大阪

府知事又はその他都道府県知事が行う研修を修了した者でなければならな

い。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 学校教育法の規定による大学（旧大学令（大正７年勅令第３８８

号）による大学を含む。）において、社会福祉学、心理学、教育学、社

会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程

を修めて卒業した者（当該学科又は当該課程を修めて同法の規定による

専門職大学の前期課程を修了した者を含む。） 

（５） 学校教育法の規定による大学（旧大学令（大正７年勅令第３８８

号）による大学を含む。）において、社会福祉学、心理学、教育学、社

会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程

を修めて卒業した者 

（６）～（１０） （略） （６）～（１０） （略） 

４・５ （略） 

 

４・５ （略） 

 



 

 


